




































［１９６５］p.８１３）。e.g. Stein v. Strathmore Worsted Mils, ２２１ Mass. ８６, １０８ N.E. １０２９（１９１５） .
See also American Institute of Accountants, Study Group on Business Income［１９５２］pp.２１, 







Hils［１９１８a］pp.１５５-１６０, Hils［１９１８b］pp.１９３-１９４, Reiter［１９２６］pp.２４２-２４５, Krauss
［１９３１］p.２２１, Bonbright［１９３７］pp.９２０, ９２３-９２４, Balantine［１９４６］p.５７４）。
　しかし、配当の支払または資産の分配の後に残る資産の価値が資本または株式資本
を含めた債務及び負債の合計額を下回る場合には、配当を宣言しまたは支払うことを
禁止していた１９２３年改正（Laws １９２３, c. ７８７）後ニューヨーク州株式会社法第５８条の
解釈を示したRandal v. Bailey事件第一審判決（Randal v. Bailey, ２３ N.Y.S.２d １７３



















（Randal v. Bailey, ２８８ N.Y. ２８０, ２８８; ４３ N.E.２d ４３, ４７（N.Y. １９４２）と判示した。
３８
筑波法政第５２号（２０１２）
４　先例として、Strong v. Brooklyn Cross-Town R.R. Co., ９３ N.Y. ４２６, ４３４; Wiliams v. West-
ern Union Telegraph Co., ９３ N.Y. １６２, １９１; Equitable Life Assur. Soc. v. Union Pacific R.R. 
Co., ２１２ N.Y. ３６０, ３７２; People ex rel. Astoria Light, Heat & Power Co. v. Cantor, ２３６ N.Y. 






























































































































































































































































































て、明示的に規定している（N.J. Stat. § １４A: ７-１４．１（３））。また、かつて、ミシ
ガン州法は資産の価値の総額は、一般に認められた会計原則または現在の公正な市
場価値に基づいて決定することができると定めていたし（Michigan Compiled 
Laws Ann. § ４５０-１１１０（West １９７３）） １７、ノースカロライナ州事業会社法５５−４９条
（N.C. Gen. Stat. § ５５-４９）の（b）項は、配当規制における貸借対照表テストとの
４７
１６　Ark. Stat. Ann.§ ４-２７-６４０, Fla. Stat. § ６０７.０６４０１, Ga. Code Ann. § １４-２-６４０, HRS § ４１４-
１１１, ８０５ ILCS ５/９.１０, Ind. Code Ann. §§ ２３-１-２８-３, ２３-１-２８-４（Burns） ,Iowa Code Ann. § 
４９０.６４０（West） ,Ky. Rev. Stat. Ann. § ２７１B.６-４００, Md. Corporations and Associations Code 
Ann. § ２-３１１, MCLS § ４５０.１３４５, Miss. Code Ann. § ７９-４-６.４０, Mont. Code Anno. 
§ ３５-１-７１２, Nev. Rev. Stat. Ann. § ７８.２８８, N.H. Rev. Stat. Ann. ２９３-A: ６.４０, N.J. Stat. 
§ １４A:７-１４.１, N.M. Stat. Ann. § ５３-１１-４４, N.C. Gen. Stat. § ５５-６-４０, Ore. Rev. Stat. 
§ ６０.１８１, １５ Pa.C.S. § １５５１（評価基準については*参照） ,S.C. Code Ann. § ３３-６-４００, 
Tenn. Code Ann. § ４８-１６-４０１, Utah Code Ann. § １６-１０a-６４０, Va. Code Ann. § １３.１-６５３, 
Rev. Code Wash.（ARCW）§ ２３B.０６.４００, Wis. Stat. § １８０.０６４０, Wyo. Stat. § １７-１６-６４０.
























（S.B. ８７３, １２th Leg., ２nd Sess.（１９８２））、当初の法案第９５０条（５）では、カリ
フォルニア州会社法第１４４条と同様の規定を設けることが提案されていた（See 






































と、それぞれ定めることとし（Alaska Stat. § １０.０６.９７０（５）（１９８９））、会社法典
は、第１５会期に成立した（１９８８ Alaska Sess. Laws ch. １６６, § １）。他方で、この成
立した会社法典は、株主への分配が３５８条の下で適法であるか否かを判断するにあ
たっては一般に認められた会計原則に従うことを求めていた。
　そこで、施行までの期間内に、もう一度改正がなされ（１９８９ Alaska Sess. Laws 
ch. ８２, § １２, １３, １４）、第３５８条（e）項及び（f）項として現在のような規定が設け
られたという経緯がある。
２）メリーランド
　メリーランド州では、会社及び社団法典２-３１１条（a）項（Md. Corporations and 






































































価値または公正な市場価値で資産を再評価することができ（e.g. Morris v. Standard 
Gas and Electric Co., ６３ A.２d ５７７（Del. Ch. １９４９））、また、一定の場合には再評価
をする必要があると解されている（Kohls v. Duthie, ７６５ A.２d １２７４（Del. Ch. ２０００）．
See also Mountain State Steel Foundries, Inc. v. Commissioner, ２８４ F.２d ７３７（４th Cir. 
１９６０））。



















































えられたと評価している（de Capriles and McAnif［１９６１］p.１２５６）。すなわち、「資産の価
値」という文言が削除されたのは、「剰余金の計算のための通常の会計上の数値（ordinary 
accounting figures）に依拠するよりも、資産の評価を必要とする解釈」（N.Y. Legislative 































２６　なお、１９８４年模範事業会社法１６． ２０条を採用している州は２３存在する（Ala. Code § １０- 
２B-１６.２０, Ariz. Bus. Corp. Act § １０-１６２０, Ark. Stat. Ann. § ４-２７-１６２０, Colo. Rev. Stat. 
§ ７-１１６-１０５, Conn. Gen. Stat. Ann. § ３３-９５１（West） ,Fla. Stat. Ann. § ６０７.１６２０（West） ,
Ga. Code Ann. § １４-２-１６２０, Idaho Code § ３０-１-１６２０, Ind. Code Ann. § ２３-１-５３-１（Burns） ,
Iowa Code Ann. § ４９０.１６２０（West） ,Ky. Rev. Stat. Ann. § ２７１B.１６.２００, Miss. Code Ann. 
§ ７９-４-１６.２０, Mont. Code Anno. § ３５-１-１１１０, N.H. Rev. Stat. Ann. § ２９３-A: １６.２０, N.C. 
Gen. Stat. § ５５-１６-２０, S.C. Code § ３３-１６-２００（Law Co-op.） ,Tenn. Code Ann. § ４８-２６-
２０１, Utah Code § １６-１０a-１６０, Vt. Stat. Ann. Tit. １１A, § １６.２０, Va. Code § １３-１-７７４, 
Wash. Rev. Code Ann. § ２３B.１６.２００, Wis. Stat. Ann. § １８０.１６２０（West） ,Wyo. Stat. § １７-
１６-１６２０）。また、ウェストバージニア州法（W. Va. Code § ３１D-１６-１６２０）やペンシルバニ













































　アラスカ州会社法典第４３３条（Alaska Stat. § １０.０６.４３３）は、会社は、原則とし
て、株主に、貸借対照表、損益計算書及び財政状態変動計算書を含む年度報告書を
送付しなければならないと定めている。１． （６） １）でみたように、会社法典第９７０



















ン州（MCLS § ４５０.１４８７（１））、ニュージャージー州（N.J. Stat. § １４A：５-２８）、
ロードアイランド州（R.I. Gen. Laws § ７-１.２-１５０２）、サウスダコタ州（S.D. Codified 








ない（§ １７０１.３８（B））としている３０。ミネソタ州法（Minn. Stat. § ３０２A.４６３）も、そ
の状況の下で合理的な会計の方法によることを求めているし、ノースダコタ州法
（N.D. Cent. Code, § １０-１９.１-８５）も、公共会計士の監査を受けていないときには、
その状況の下で合理的な会計の方法によって作成されたことについての合理的確信
を記載した書面の作成を要求している。








（N.M. Stat. Ann. § ５３-１１-５０, D.）。
（５）株主に対する財務情報提供を要求していない法域













































（会社法典）に別段の定めがない限りにおいて（subject to any specific accounting 































おいても、柔軟なアプローチが採用されている。たとえば、UMF Systems, Inc, v. 
Eltra Corporation事件判決（１７ Cal. ３d ７５３, ５５３ P.２d ２２５）において、裁判所は、
将来の支払リース料は、一般に認められた会計原則の下では「債務（debt）」にあ











































れると（Mississippi State Board of Public Accountancy, Rules and Regulations, ６.１０.２）、
ペンシルバニア州の規則も、一般に認められた会計原則は、財務会計基準審議会及び
その前身によって公表されたプロナンスメントならびに同様の一般に認められた権威













計審議会は考えることがある（may）とされている（Rules of the Board of Regents, 
§ ２９.１０, ７, i）。
　他方、たとえば、カリフォルニア州規則（１６ CCR ５８）やバージニア州規則
（１８ VAC ５-２１-１２０, I）などにおいては、財務会計基準審議会の財務会計基準書な
どが一般に認められた会計原則にあたるという規定は設けられていない。
　文献リストを掲載する紙幅の余裕がないため、参考文献及び引用文献は「商事法
における会計基準の受容（１６）―アメリカ（４）」筑波ロー・ジャーナル１１号
（２０１２年３月刊行予定）に一括して掲げる。
（ビジネス科学研究科教授）
６２
筑波法政第５２号（２０１２）
